
 

第 ５１ 期 中 間 決 算 公 告 
平成２１年１２月２８日 

長野県松本市渚２丁目９番３８号 

株式会社 長野銀行
取締役頭取 田中 誠二 

 

中間貸借対照表（平成２１年９月３０日現在） 
（単位：百万円） 

科   目 金   額 科   目 金   額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

現 金 預 け 金 １１,２６２ 預 金 ８４６,５０８ 

コ ー ル ロ ー ン ２９,６７０ 外 国 為 替 ０ 

商 品 有 価 証 券 ７ そ の 他 負 債 ４,７７７ 

有 価 証 券 ２４１,７１３ 未 払 法 人 税 等 ３ 

貸 出 金 ６００,０５７ リ ー ス 債 務 ９ 

外 国 為 替 ４５６ そ の 他 の 負 債 ４,７６４ 

そ の 他 資 産 ２,３４９ 賞 与 引 当 金 ３７３ 

有 形 固 定 資 産 １０,０５９ 退 職 給 付 引 当 金 １,４８０ 

無 形 固 定 資 産 １,０９８ 睡眠預金払戻損失引当金 ４０ 

繰 延 税 金 資 産 ７,３０６ 偶 発 損 失 引 当 金 １１２ 

支 払 承 諾 見 返 ３,１３１ 支 払 承 諾 ３,１３１ 

貸 倒 引 当 金 △ １９,７６９ 負 債 の 部 合 計 ８５６,４２４ 

 （純資産の部）  

 資 本 金 １３,０００ 

 資 本 剰 余 金 ９,６６３ 

 資 本 準 備 金 ９,６６３ 

 利 益 剰 余 金 １０,９２４ 

 利 益 準 備 金 ２,７１５ 

 そ の 他 利 益 剰 余 金 ８,２０９ 

 別 途 積 立 金 １０,９９７ 

 繰 越 利 益 剰 余 金 △ ２,７８８ 

 自 己 株 式 △ ８００ 

 株 主 資 本 合 計 ３２,７８８ 

 その他有価証券評価差額金 △ １,８７５ 

 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ ０ 

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ １,８７５ 

  新 株 予 約 権 ６ 

  純 資 産 の 部 合 計 ３０,９１８ 

資 産 の 部 合 計 ８８７,３４３ 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 ８８７,３４３ 



 

 
平成２1 年 ４月 １日から

中間損益計算書(
平成２1 年 ９月３０日まで

) 
 

（単位：百万円） 
科     目 金        額 

経 常 収 益 ９,９２１

資 金 運 用 収 益 ８,３９４

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ ６,９２８ ） 

（うち有価証券利息配当金） （ １,４２３ ） 

役 務 取 引 等 収 益 ８１４

そ の 他 業 務 収 益 ６３８

そ の 他 経 常 収 益 ７３

経 常 費 用 １４,９６５

資 金 調 達 費 用 １,３７９

（ う ち 預 金 利 息 ） （ １,２６８ ） 

役 務 取 引 等 費 用 ６９０

そ の 他 業 務 費 用 １

営 業 経 費 ５,６７９

そ の 他 経 常 費 用 ７,２１４

経 常 損 失 ５,０４４

特 別 利 益 １

特 別 損 失 ５０

税 引 前 中 間 純 損 失 ５,０９３

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 １１

法 人 税 等 調 整 額 △ １,１６４

法 人 税 等 合 計 △ １,１５２

中 間 純 損 失 ３,９４１

 
 
 



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等

株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては中間決算日の市場価

格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又

は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処

理しております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）につい

ては定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。 

また、主な耐用年数は、次のとおりであります。 

 建 物  １０年～５０年 

 その他   ２年～２０年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内におけ

る利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数

とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは

当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

５．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会

計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権について

は、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き

当てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証によ

る回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻

先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除

した残額を引き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施

しており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

（２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期

に帰属する額を計上しております。 

（３）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に



基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理

計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定額法により

損益処理 

数理計算上の差異 各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌期から損益処理 

（４）睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来

の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しております。 

（５）偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に伴う負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払

見積額を計上しております。 

６．外貨建て資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

７．リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成 20 年４月１日前に開始する事業年度

に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

８．ヘッジ会計の方法 

為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引

等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25 号）に規

定する繰延ヘッジによっております。 

ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替ス

ワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジショ

ン相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

なお、一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

９．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式総額      ５３百万円 

２．貸出金のうち、破綻先債権額は７,９９９百万円、延滞債権額は２０,５３３百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項

第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は該当ありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３,４６４百万円であります。 



なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３１,９９６百万円であ

ります。 

なお、上記２から５に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及

び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額

は６,２６６百万円であります。 

７．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づ

いて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、中間貸借対照表計上額は、３,０３８百

万円であります。 

８．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預け金                 ２百万円 

有価証券           １３,０７８百万円 

担保資産に対応する債務 

預金                ７８０百万円 

その他負債             ２８２百万円 

上記のほか、当座借越契約、金利スワップ契約及び内国為替決済等の取引の担保として、預け金５００百万円

及び有価証券１３,５７５百万円を差し入れております。 

子会社、子法人等の借入金等の担保は該当ありません。 

また、その他資産のうち保証金は１９４百万円であります。 

９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、

契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。

これらの契約に係る融資未実行残高は、５８,３０７百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のものが

４４,８６５百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の

変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額

の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証

券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に

応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

10．有形固定資産の減価償却累計額    １０,１０４百万円 

11．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保証

債務の額は２,１３０百万円であります。 

12．１株当たりの純資産額３４３円５４銭 

13．銀行法施行規則第 19 条の２第１項第３号ロ(10)に規定する単体自己資本比率（国内基準）  ８．００％ 



 

（中間損益計算書関係） 

１．「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額６,３４６百万円、株式等償却４９８百万円及び債権売却損１４百

万円を含んでおります。 

２．１株当たりの中間純損失金額     ４３円７９銭 

３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額は、中間純損失を計上しているため記載しておりません。 

４．営業キャッシュ・フローの低下等により、投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、以下の資産について

帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額３６百万円を減損損失として計上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

長野県内 事業用店舗 4 か所 土地、建物 36 百万円 

  及びその他 (うち土地   3 百万円) 

   (うち建物  33 百万円) 

   (うちその他  0 百万円) 

合計   36 百万円 

   (うち土地   3 百万円) 

   (うち建物  33 百万円) 

   (うちその他  0 百万円) 

事業用店舗については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから原則として支店単位（ただし、同一

建物内で複数店舗が営業している場合は、一体とみなす。）でグルーピングを行っております。 

なお、当中間期の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価額は、主と

して不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定しております。 

 

 

（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 21 年９月 30 日現在） 

 
中間貸借対照表 

計上額（百万円） 

時 価 

（百万円） 

差 額 

（百万円） 

国 債 ２９,６５５ ３０,３０９ ６５４ 

地 方 債 ３１１ ３１３ １ 

そ の 他 １２,５００ １２,２００ △ ２９９ 

合 計 ４２,４６６ ４２,８２３ ３５６ 

（注）時価は、当中間期末における市場価格等に基づいております。 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成 21 年９月 30 日現在） 

 
取得原価 

（百万円） 

中間貸借対照表 

計上額（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

株 式 ５,００５ ５,６０４ ５９９ 

債 券 １５９,５２２ １６１,５２０ １,９９８ 

国 債 ５３,８７０ ５４,５２２ ６５１ 

地 方 債 １１,８５８ １２,０３３ １７５ 

社 債 ９３，７９３ ９４，９６４ １,１７１ 

そ  の  他 ３２，３４３ ２７，７７６ △ ４，５６６ 

合 計 １９６，８７０ １９４，９０１ △ １，９６８ 

（注）１ 中間貸借対照表計上額は、当中間期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであ

ります。 

２ その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べ著しく下落してお

り、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、当該時価をもって中間

貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当中間期の損失として処理（以下「減損処理」という。）

しております。 



当中間期における減損処理額は、４９８百万円（うち時価のある株式４７１百万円、時価のない株

式２７百万円）であります。 

時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に対し 50％程度以上下落した

場合としております。また、時価が取得原価に対し、30％以上 50％未満下落した場合は、過去一定期

間において時価が簿価あるいは評価損率が 30％未満の水準まで達していない場合、時価が「著しく下

落した」と判断し、時価の回復可能性の判定を行ったうえで、回復の見込が認められない場合には、

減損処理を行うものとしております。 

 

（追加情報） 

変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって時価としておりましたが、昨今の市場環境を踏まえ

た検討の結果、実際の売買事例が極めて少なく、売手と買手の希望する価格差が著しいこと等から、引続き市場

価格を時価とみなせない状態にあると判断し、当中間期末においては、合理的に算定された価額によっておりま

す。これにより、保有目的区分の変更時（平成 21 年１月 26 日）の市場価格をもって中間貸借対照表価額とした

場合に比べ、「有価証券」は１,１４８百万円、「その他有価証券評価差額金」は１,１４８百万円増加しておりま

す。 

なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・フローを、

同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回り及び金利スワップションのボ

ラティリティが主な価格決定変数であります。 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額（平成 21 年９月 30 日現在） 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券  

  社債（私募債） ２,６８０ 

子会社・子法人等株式  

  子会社・子法人等株式 ５３ 

その他有価証券  

  非上場株式 １,５８６ 

  その他の証券 ２４ 

 

４．流動性が乏しいことにより保有目的を変更した有価証券 

  その他有価証券から満期保有目的の債券へ変更したもの（平成 21 年９月 30 日現在） 

 
時価 

（百万円） 

中間貸借対照表計上額 

（百万円） 

中間貸借対照表に計上さ

れたその他有価証券評価

差額金の額（百万円）

国 債 ２４,５７４ ２４,０８０ ７９ 

 

（追加情報） 

「債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い」（実務対応報告第 26 号平成 20 年 12 月５日）が平成 20

年 12 月５日に公表されたことに伴い、前事業年度下期から同実務対応報告を適用し、平成 21 年１月 26 日に「そ

の他有価証券」の一部を、「満期保有目的の債券」の区分に変更しております。これにより、従来の区分で保有し

た場合に比べ、有価証券は４９３百万円減少、その他有価証券評価差額金は４９３百万円減少しております。 

 



 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。 

繰延税金資産 

貸倒引当金           ６,２１０百万円 

退職給付引当金          ５９７ 

減価償却費            ２３６ 

有価証券評価損          ８６９ 

その他有価証券評価差額金     ８０１ 

税務上の繰越欠損金       １,６２９ 

その他              ４７２ 

繰延税金資産小計        １０,８１８ 

評価性引当額         △ ３,５１１ 

繰延税金資産合計         ７,３０６ 

繰延税金資産の純額        ７,３０６百万円 

 

 

（ストック・オプション等関係） 

１．ストック・オプションにかかる当中間期における費用計上額及び科目名 

  営業経費 ６百万円 

 

２．当中間期に付与したストック・オプションの内容 

 平成 21 年ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当行の取締役９名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数 

（注１） 
普通株式  １１６,０００株 

付与日 平成 21 年７月 30 日 

権利確定条件 権利確定条件は定めていない 

対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 

権利行使期間 平成 21 年７月 31 日から平成 46 年７月 30 日 

権利行使価格（注２） １円 

付与日における公正な評価単価（注２） ２１３円 

  （注）１ 株式数に換算して記載しております。 

     ２ １株当たりに換算して記載しております。 



第 ５１ 期 中 間 決 算 公 告 
平成２１年１２月２８日 

長野県松本市渚２丁目９番３８号 

株式会社 長野銀行
取締役頭取 田中 誠二 

 

中間連結貸借対照表（平成２１年９月３０日現在） 
（単位：百万円） 

科    目 金    額 科    目 金    額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

現 金 預 け 金 １１,６９７ 預 金 ８４５,２３７ 

コールローン及び買入手形 ２９,６７０ 借 用 金 ６,１０１ 

商 品 有 価 証 券 ７ 外 国 為 替 ０ 

有 価 証 券 ２４１,６６０ そ の 他 負 債 ６,５６２ 

貸 出 金 ５９４,０４９ 賞 与 引 当 金 ３８９ 

外 国 為 替 ４５６ 退 職 給 付 引 当 金 １,４９０ 

リース債権及びリース投資資産 １３,４３２ 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 ２０ 

そ の 他 資 産 ４,６１３ 睡 眠 預金払戻損失引当金 ４０ 

有 形 固 定 資 産 １０,５３２ 偶 発 損 失 引 当 金 １１２ 

無 形 固 定 資 産 １,２３２ 支 払 承 諾 ３,１３１ 

繰 延 税 金 資 産 ７,７１７ 負 債 の 部 合 計 ８６３,０８６ 

支 払 承 諾 見 返 ３,１３１ （純資産の部）  

貸 倒 引 当 金 △ ２１,３４２ 資 本 金 １３,０００ 

  資 本 剰 余 金 ９,６６３ 

  利 益 剰 余 金 １１,６４５ 

  自 己 株 式 △ ８００ 

  株 主 資 本 合 計 ３３,５０８ 

  その他有価証券評価差額金 △ １,８７５ 

  繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △ ０ 

  評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計 △ １,８７５ 

  新 株 予 約 権 ６ 

  少 数 株 主 持 分 ２,１３４ 

  純 資 産 の 部 合 計 ３３,７７３ 

資 産 の 部 合 計 ８９６,８５９ 負 債 及び純資産の部合計 ８９６,８５９ 

 



 

 
平成２1 年 ４月 １日から

中間連結損益計算書(
平成２1 年 ９月３０日まで

) 
  

（単位：百万円） 

科        目 金          額 

経 常 収 益    １３,１４４  

資 金 運 用 収 益  ８,３３９    

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ ６,９５４ ）    

（うち有価証券利息配当金） （ １,３４２ ）    

役 務 取 引 等 収 益  ８０９    

そ の 他 業 務 収 益  ３,９１４    

そ の 他 経 常 収 益  ８０    

経 常 費 用    １８,２５３  

 資 金 調 達 費 用  １,４４１    

（ う ち 預 金 利 息 ） （ １,２６７ ）    

役 務 取 引 等 費 用  ５９６    

 そ の 他 業 務 費 用  ２,８６２    

 営 業 経 費  ５,９１２    

 そ の 他 経 常 費 用  ７,４３９    

経 常 損 失    ５,１０８  

特 別 利 益    １  

固 定 資 産 処 分 益  ０    

償 却 債 権 取 立 益  １    

特 別 損 失    ５０  

固 定 資 産 処 分 損  １４    

減 損 損 失  ３６    

税 金 等 調 整 前 中 間 純 損 失    ５,１５７  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  ８０    

法 人 税 等 調 整 額  △ １,２１３    

法 人 税 等 合 計    △ １,１３３  

少 数 株 主 損 失    １２  

中 間 純 損 失    ４,０１１  
 



記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

中間連結財務諸表の作成方針 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結される子会社及び子法人等    ４社 

株式会社長野スタッフサービス 

株式会社長野ビーエス 

長野カード株式会社 

株式会社ながぎんリース 

（２）非連結の子会社及び子法人等 

該当ありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

該当ありません。 

３．連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

連結される子会社及び子法人等の中間決算日は次のとおりであります。 

９月末日   ４社 

 

 

会計処理基準に関する事項 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券の

うち時価のあるものについては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、

時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

当行の有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）

については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しております。また、主な耐用

年数は次のとおりであります。 

 建 物  １０年～５０年 

 その他   ２年～２０年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法

により償却しております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並びに

連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を耐用年数

とした定額法によっております。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは

当該残価保証額とし、それ以外のものは零としております。 

５．貸倒引当金の計上基準 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとお



り計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計

士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、

一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引き当てて

おります。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可

能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引き当てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相

当する債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を引

き当てております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施し

ており、その査定結果により上記の引当を行っております。 

６．賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結

会計期間に帰属する額を計上しております。 

７．退職給付引当金の計上基準 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。また、過去

勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定額法により損

益処理 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８年）による定

額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

８．役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、連結される子会社及び子法人等の役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に

対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間連結会計期間末までに発生していると認められる額を計上してお

ります。 

９．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の

払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しております。 

10．偶発損失引当金の計上基準 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に伴う負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見

積額を計上しております。 

11．外貨建資産・負債の換算基準 

当行の外貨建資産・負債は、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

12．リース取引の処理方法 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始

日が平成 20 年４月１日前に開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理

によっております。 

13．収益及び費用の計上基準 

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準 

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

14．重要なヘッジ会計の方法 

為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨

建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 25

号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の

為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債



権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を

評価しております。 

なお、当行の一部の資産・負債については、金利スワップの特例処理を行っております。 

15．消費税等の会計処理 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

１．貸出金のうち、破綻先債権額は８,１９３百万円、延滞債権額は２０,９５７百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は

利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除

く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第１項

第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ること

を目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

２．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は該当ありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金

で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は３,４６４百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払

猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及

び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

４．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は３２,６１４百万円であ

ります。 

なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

５．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形及

び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額

は６,２６６百万円であります。 

６．ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制度委員会報告第３号に基づ

いて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、中間連結貸借対照表計上額は、３,０３

８百万円であります。 

７．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

預け金                  ２百万円 

有価証券            １３,０７８百万円 

リース債権及びリース投資資産   ６,９９７百万円 

担保資産に対応する債務 

預金                 ７８０百万円 

借用金              ５,７９１百万円 

その他負債              ２８２百万円 

上記のほか、当座借越契約、金利スワップ契約及び内国為替決済等の取引の担保として、預け金５００百万円

及び有価証券１３,５７５百万円を差し入れております。 

また、その他資産のうち保証金は２０２百万円であります。 

８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、



契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。

これらの契約に係る融資未実行残高は、７０,８３９百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のものが

４３,７６５百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずし

も当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。

これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結さ

れる子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項

が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後

も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信

保全上の措置等を講じております。 

９．有形固定資産の減価償却累計額     １０,４３８百万円 

10．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の

額は２,１３０百万円であります。 

11．１株当たりの純資産額 ３５１円５５銭 

12．銀行法施行規則第 17 条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）  ８．４４％ 

 

 

（中間連結損益計算書関係） 

１．「その他経常費用」には、貸出金償却８百万円、貸倒引当金繰入額６,５６０百万円、株式等償却５０２百万円

及び債権売却損１４百万円を含んでおります。 

２．１株当たりの中間純損失金額 ４４円５８銭 

３．潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額は、中間純損失を計上しているため記載しておりません。 

４．営業キャッシュ・フローの低下等により、投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、以下の資産について

帳簿価額を回収可能価額まで減額し当該減少額３６百万円を減損損失として計上しております。 

地 域 主な用途 種 類 減損損失 

長野県内 事業用店舗 4 か所 土地、建物 36 百万円  

  及びその他 （うち土地   3 百万円) 

   （うち建物  33 百万円) 

   （うちその他  0 百万円) 

合計   36 百万円  

   (うち土地   3 百万円) 

   (うち建物  33 百万円) 

   (うちその他  0 百万円) 

事業用店舗については、個別に継続的な収支の把握を行っていることから原則として支店単位（ただし、同一

建物内で複数店舗が営業している場合は、一体とみなす。）でグルーピングを行っております。また、連結される

子会社及び子法人等については、主として各社を１つの資産グループとしております。 

なお、当中間連結会計期間の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。正味売却価

額は、主として不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定しております。 

 

 

（有価証券関係） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成 21 年９月 30 日現在） 

 
中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

時  価 

（百万円） 

差  額 

（百万円） 

国 債 ２９,６５５ ３０,３０９ ６５４ 

地 方 債 ３１１ ３１３ １ 

そ の 他 １２,５００ １２,２００ △ ２９９ 

合 計 ４２,４６６ ４２,８２３ ３５６ 

（注） 時価は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 



 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成 21 年９月 30 日現在） 

 
取得原価 

（百万円） 

中間連結貸借対照表 

計上額（百万円） 

評価差額 

（百万円） 

株 式 ５,００５ ５,６０４ ５９９ 

債 券 １５９,５２２ １６１,５２０ １,９９８ 

国 債 ５３,８７０ ５４,５２２ ６５１ 

地 方 債 １１,８５８ １２,０３３ １７５ 

社 債 ９３,７９３ ９４,９６４ １,１７１ 

そ  の  他 ３２,３４３ ２７,７７６ △ ４,５６６ 

合 計 １９６,８７０ １９４,９０１ △ １,９６８ 

（注）１ 中間連結貸借対照表計上額は、当中間連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により

計上したものであります。 

２ その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落し

ており、時価が取得原価まで回復する見込があると認められないものについては、当該時価をもっ

て中間連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当中間連結会計期間の損失として処理（以

下「減損処理」という。）しております。当中間連結会計期間における減損処理額は、５０２百万円

（うち時価のある株式４７１百万円、時価のない株式３０百万円）であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、時価が取得原価に対し 50％程度以上

下落した場合としております。また、時価が取得原価に対し、30％以上 50％未満下落した場合は、

過去一定期間において時価が簿価あるいは評価損率が 30％未満の水準まで達していない場合、時価

が「著しく下落した」と判断し、時価の回復可能性の判定を行ったうえで、回復の見込が認められ

ない場合には、減損処理を行うものとしております。 

 

（追加情報） 

変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって時価としておりましたが、昨今の市場環境を踏まえ

た検討の結果、実際の売買事例が極めて少なく、売手と買手の希望する価格差が著しいこと等から、引続き市場

価格を時価とみなせない状態にあると判断し、当中間連結会計期間末においては、合理的に算定された価額によ

っております。これにより、保有目的区分の変更時（平成 21 年１月 26 日）の市場価格をもって中間連結貸借対

照表価額とした場合に比べ、｢有価証券」は１,１４８百万円、「その他有価証券評価差額金」は１,１４８百万円

増加しております。 

なお、変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積った将来キャッシュ・フローを、

同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことにより算定しており、国債の利回りおよび金利スワップションの

ボラティリティが主な価格決定変数であります。 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額（平成 21 年９月 30 日現在） 

 金額（百万円） 

満期保有目的の債券  

  社債（私募債） ２,６８０ 

その他有価証券  

  非上場株式 １,５８６ 

  その他の証券 ２４ 

 

４．流動性が乏しいことにより保有目的を変更した有価証券 

その他有価証券から満期保有目的の債券へ変更したもの（平成 21 年９月 30 日現在） 

 時価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

中間連結貸借対照表に
計上されたその他有価
証券評価差額金の額

（百万円） 

国 債 ２４,５７４ ２４,０８０ ７９ 



 

（追加情報） 

「債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い」（実務対応報告第 26 号平成 20 年 12 月５日）が平成 20

年 12 月５日に公表されたことに伴い、前連結会計年度下期から同実務対応報告を適用し、平成 21 年１月 26 日に

「その他有価証券」の一部を、「満期保有目的の債券」の区分に変更しております。これにより、従来の区分で保

有した場合に比べ、有価証券は４９３百万円減少、その他有価証券評価差額金は４９３百万円減少しております。 

 

 

（ストック・オプション等関係） 

１．ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

営業経費 ６百万円 
 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 平成 21 年ストック･オプション 

付与対象者の区分及び人数 当行の取締役９名 

株式の種類別のストック・オプションの付与数（注１） 普通株式 １１６,０００株 

付与日 平成 21 年７月 30 日 

権利確定条件 権利確定条件は定めていない 

対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない 

権利行使期間 平成 21 年７月 31 日から平成 46 年７月 30 日 

権利行使価格（注２） １円 

付与日における公正な評価単価（注２） ２１３円 

（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

２ １株当たりに換算して記載しております。 


